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（参考）和暦表記と西暦表記の対照表 

和暦 西暦  和暦 西暦 
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昭和 53 年 1978 年  平成 18 年 2006 年 

昭和 54 年 1979 年  平成 19 年 2007 年 

昭和 55 年 1980 年  平成 20 年 2008 年 

昭和 56 年 1981 年  平成 21 年 2009 年 

昭和 57 年 1982 年  平成 22 年 2010 年 

昭和 58 年 1983 年  平成 23 年 2011 年 

昭和 59 年 1984 年  平成 24 年 2012 年 

昭和 60 年 1985 年  平成 25 年 2013 年 

昭和 61 年 1986 年  平成 26 年 2014 年 

昭和 62 年 1987 年  平成 27 年 2015 年 

昭和 63 年 1988 年  平成 28 年 2016 年 

平成元年 1989 年  平成 29 年 2017 年 

平成２年 1990 年  平成 30 年 2018 年 

平成３年 1991 年  平成 31 年 2019 年 

平成４年 1992 年  令和元年 2019 年 

平成５年 1993 年  令和２年 2020 年 

平成６年 1994 年  令和３年 2021 年 

平成７年 1995 年  令和４年 2022 年 

平成８年 1996 年  令和５年 2023 年 

平成９年 1997 年  令和６年 2024 年 
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平成 14 年 2002 年  令和 11 年 2029 年 

平成 15 年 2003 年  令和 12 年 2030 年 

※本文中の年度（年）の表記は原則として和暦を使用している 
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はじめに 

 平成 26年６月に過労死等防止対策推進法（平成 26 年６月 27日法律第 100 号）が成立し、

同年 11 月に施行されてから 11 年が経過した。この間、関係者による取組の結果、長時間労

働が減少傾向となるなど一定の成果が見られたが、我が国においては依然として過労死等が

増加するなど、大きな社会問題となっている。 

 

 

 過労死等は、本人はもとより、その家族や遺族にとってはかりしれない苦痛であるととも

に、社会にとっても大きな損失である。政府は、過労死等の防止のための対策を効果的に推

進するため、過労死等防止対策推進法第７条に基づき、過労死等の防止のための対策に関す

る大綱（令和６年８月２日閣議決定。以下「過労死等防止対策大綱」という。）を定め、施策

を実施している。 

 また、過労死等防止対策推進法第６条では、政府は、毎年、国会に、我が国の過労死等の

概要及び政府が過労死等の防止のために講じた施策の状況に関して報告書を提出することと

されており、本文書はこれに基づき行う報告であり、今年で 11 回目となる。 

  

 

 

《過労死等について》 

過労死等防止対策推進法第２条で以下のとおり定義されている。 

この法律において「過労死等」とは、業務における過重な負荷による脳血管疾患若しく

は心臓疾患を原因とする死亡若しくは業務における強い心理的負荷による精神障害を

原因とする自殺による死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障

害をいう。 
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